
◎医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法

等の一部を改正する法律 
（令和元年五月二二日法律第九号）   

一、提案理由（平成三一年三月一九日・衆議院厚生労働委員会） 

○根本国務大臣 ただいま議題となりました医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図

るための健康保険法等の一部を改正する法律案につきまして、その提案の理由及び内容

の概要を御説明いたします。 

 近年、医療水準の高度化等により、国民の健康寿命が延び、医療に対する国民のニー

ズが多様化する中で、公的医療保険制度における保険者に対し、これまで以上に、保険

者事務の適正な実施と、予防、健康づくりに資する保健事業の充実が求められています。

また、近年、社会経済のあらゆる分野において情報通信技術が目覚ましく進展する中で、

医療機関や保険者における情報化の推進により、良質な医療をより効率的に提供できる

ようにすることが求められています。 

 これらを踏まえ、医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図ることを目的として、こ

の法律案を提出いたしました。 

 以下、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明いたします。 

 第一に、被保険者番号を個人単位化し、電子資格確認による被保険者資格の確認の仕

組みを設けるとともに、被保険者番号を健康保険事業等以外に用いないよう利用制限等

を設けます。あわせて、電子資格確認を始め医療分野における情報化の促進を図るため

に医療機関等へ支援を行う医療情報化支援基金を創設します。 

 第二に、医療及び介護給付の費用の状況等に関する情報について、連結して解析する

とともに、幅広い主体による利活用を促進するため、安全管理措置等の義務を課した上

で、地方公共団体、研究機関、民間事業者等に提供するための枠組みを設けます。 

 第三に、高齢者の保健事業を効果的かつ効率的で、きめ細かなものとするため、後期

高齢者医療広域連合が、高齢者の保健事業を市町村に委託できることを規定し、委託を

受けた市町村が、高齢者の保健事業を国民健康保険の保健事業や介護保険の地域支援事

業と一体的に実施するための枠組みを設けます。 

 第四に、被用者保険の被扶養者等の要件について、一定の例外を設けつつ、日本国内

に住所を有することを追加することとします。 

 第五に、社会保険診療報酬支払基金について、従たる事務所の廃止や診療報酬請求書

情報の分析等の業務の追加等の組織改革を行います。 

 最後に、この法律案の施行期日は、一部の規定を除き、平成三十二年四月一日として

います。 

 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容の概要でございます。 

 御審議の上、速やかに可決していただくことをお願いいたします。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（平成三一年四月一六日） 



○冨岡勉君 ただいま議題となりました医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るた

めの健康保険法等の一部を改正する法律案について、厚生労働委員会における審査の経

過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るため、所要の措置を講じようと

するもので、その主な内容は、 

 第一に、電子資格確認による被保険者資格の確認の仕組みを設けること、 

 第二に、後期高齢者医療広域連合は高齢者保健事業を市町村に委託できることとし、

委託を受けた市町村が国民健康保険の保健事業及び介護保険の地域支援事業と一体的に

実施するための枠組みを設けること、 

 第三に、健康保険の被扶養者等の要件について、一定の例外を設けつつ、日本国内に

住所を有することを加えること、 

 第四に、社会保険診療報酬支払基金について、従たる事務所の廃止等の組織改革を行

うこと 

等であります。 

 本案は、去る三月十八日本委員会に付託され、翌十九日根本厚生労働大臣から提案理

由の説明を聴取し、二十七日から質疑に入り、四月十日質疑を終局し、十二日に討論、

採決を行った結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次

第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三一年四月一二日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 今回の医療保険制度の運営に関する改正に続き、二〇二五年には団塊の世代が後期

高齢者に移行することなどから、少子高齢社会の進展を見据えた取組を早期に開始し、

医療保険制度の健全な運営に努めること。 

二 個人番号カードによるオンライン資格確認が導入されることを踏まえ、個人番号カ

ードの更なる普及拡大に向けて、セキュリティ対策の充実など、効果的な施策を検討

するとともに、関係府省が連携して取り組むこと。 

三 介護分野において、医療分野と比べて進んでいないデータ集積・分析の一層の推進

を図ることにより、科学的根拠に裏付けられた介護サービスの提供に係る方法論を確

立するとともに、その普及を図ること。 

四 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施において、市町村が配置する保健師等

の医療専門職については、適切な人数及び処遇が確保されるよう、必要な支援を行う

こと。 

五 我が国の医療保険制度は内外無差別の原則を採っているとともに、外国人による医

療保険の不適正利用の実態が十分に把握されていないことを踏まえ、健康保険の被扶



養者等の国内居住要件の例外要件の設定等に当たっては、国籍による差別的な取扱い

とならないようにすること。 

六 被扶養者の国内居住要件の例外規定については、保険者が円滑に認定事務を行える

よう、具体的かつ明確に定めること。また、保険者が被扶養認定を行うに当たり、被

扶養者の身分関係、生計維持要件を適切に確認するよう指導すること。 

七 治療目的で来日する外国人が在留資格を留学等と偽って高額な保険給付を受けるこ

とのないよう、高額療養費等の申請があった際には、必要な調査等を徹底すること。 

八 外国人のなりすまし受診対策を実施するに当たっては、被保険者証とともに在留カ

ード等の本人確認書類が提示されないことのみをもって保険給付を否定する取扱いと

はしない旨を医療機関に周知徹底すること。 

九 年収がほぼ同じ夫婦の子について、保険者間でいずれの被扶養者とするかを調整す

る間、その子が無保険状態となって償還払いを強いられることのないよう、被扶養認

定の具体的かつ明確な基準を策定すること。 

十 社会保険診療報酬支払基金の組織見直しに当たっては、審査結果の不合理な差異の

解消に向けて、適切に指導すること。また、社会保険診療報酬支払基金がレセプト事

務点検作業の集約化を進めるに当たっては、職員の家庭の実情等に十分配慮すること。 

十一 社会保険診療報酬支払基金の審査委員会及び審査事務局については、地域医療の

特性を踏まえ、引き続き四十七都道府県に設置されるよう、必要な措置を講ずること。 

十二 近年の後期高齢者支援金や介護納付金の総報酬割の導入等に伴い、健康保険組合

等の財政負担が増加していることを踏まえ、財政状況が厳しい健康保険組合等に対す

る必要な支援を検討すること。 

三、参議院厚生労働委員長報告（令和元年五月一五日） 

○石田昌宏君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るため、オンライン資格確認

及び医療、介護のデータベースの連結解析等の仕組みを導入し、医療情報化支援基金を

創設するとともに、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に向けた枠組みの構築、

被扶養者の要件の適正化、社会保険診療報酬支払基金における従たる事務所の廃止等の

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、オンライン資格確認の導入によるメリット、一体的実施にお

ける市町村への支援の在り方、支払基金の組織の見直しの趣旨、被扶養者要件の見直し

の必要性等について質疑を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して倉林明子委員より反

対の旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 



 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年五月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、今回の医療保険制度の運営に関する改正に続き、二〇二五年には団塊の世代が後期

高齢者に移行することなどから、少子高齢社会の進展を見据えた取組を早期に開始し、

医療保険制度の健全な運営に努めること。 

二、保険医療機関等における個人番号カードによるオンライン資格確認が導入されるこ

とを踏まえ、個人番号カードの更なる普及拡大に向けて、国民にとって利便性の高い

利用機会の創出やセキュリティ対策の充実など、効果的な施策を検討するとともに、

その広報・周知も含め、関係府省が連携して取り組むこと。 

三、個人番号カードによるオンライン資格確認の導入に当たっては、過度な事務的、金

銭的負担とならないよう保険医療機関等に対する支援を丁寧に行うとともに、保険者

や保険医療機関等に対する負担軽減の観点から、システムの維持・運営に係る経費の

縮減に向けた不断の見直しを行うこと。 

四、レセプト情報・特定健診等情報データベース、介護保険総合データベース等の情報

を民間企業等の第三者に提供するに当たっては、医療情報等の機微性に鑑み、国民の

不安を招くことのないよう、透明性の高いルールの下で提供の可否を判断すること。

また、提供された情報が適切に管理されるよう、十分な監督指導体制を整備するとと

もに、その利活用によって得られるメリットが広く国民に還元・享受されるシステム

を確保すること。 

五、介護分野において、医療分野と比べて進んでいないデータ集積・分析の一層の推進

を図ることにより、科学的根拠に裏付けられた介護サービスの提供に係る方法論を確

立するとともに、その普及を図ること。 

六、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施において、市町村が配置する保健師等

の医療専門職については、適切な人数及び処遇が確保されるよう、必要な支援を行う

こと。また、後期高齢者医療広域連合に交付される特別調整交付金を活用する際には、

市町村において煩雑な事務手続を必要とせず、創意工夫を活かせる制度となるよう、

関係者の意見を十分に踏まえた制度設計を行うこと。 

七、我が国の医療保険制度は内外無差別の原則を採っていることを踏まえ、健康保険の

被扶養者等の認定等に当たっては、国籍による差別的な取扱いとならないよう取扱い

を明確にすること。 

八、被扶養者の国内居住要件の例外規定については、国籍や在留資格等による差別的な

取扱いとならないようにすること。また、保険者が被扶養認定を行うに当たり、被扶

養者の身分関係、生計維持要件を適切に確認するよう指導すること。 

九、年収がほぼ同じ夫婦の子について、保険者間でいずれの被扶養者とするかを調整す



る間、その子が無保険状態となって償還払いを強いられることのないよう、被扶養認

定の具体的かつ明確な基準を策定すること。 

十、社会保険診療報酬支払基金の組織見直しに当たっては、審査結果の不合理な差異の

解消に向けて、適切に指導すること。また、社会保険診療報酬支払基金がレセプト事

務点検作業の集約化を進めるに当たっては、職員の家庭の実情等に十分配慮すること。 

十一、社会保険診療報酬支払基金の審査委員会及び審査事務局については、地域医療の

特性を踏まえ、引き続き四十七都道府県に設置されるよう、必要な措置を講ずること。 

十二、介護納付金算定に係る事務誤り事案を踏まえ、社会保険診療報酬支払基金及び厚

生労働省においては、関係者間における情報共有及びリスク管理を徹底するとともに、

必要な専門性を確保する観点から人員及び人材育成の強化を行い、保険者等の関係団

体とも緊密に連携しながら、再発防止に向けた取組を進めること。 

十三、近年の後期高齢者支援金や介護納付金の総報酬割の導入等に伴い、健康保険組合

等の財政負担が増加していることを踏まえ、財政状況が厳しい健康保険組合等に対す

る必要な支援を検討すること。 

十四、高齢社会化が今後ますます進行し、医療保険制度の運営が更に重要性を増す一方、

身体能力や健康状態は個人によって様々であることを踏まえ、高齢者を対象とする健

診（検診）の対象や結果の基準範囲の考え方について、老年医学の見識も参考にしつ

つ、検討を加えること。 

十五、市町村におけるデータ分析を実効的に機能させるため、あらかじめ厚生労働省や

保険者の全国団体等による基礎的な分析を行ったり、実用性の高い分析ツールやフォ

ーマットを整備したりすることにより、簡便で信頼性の高い分析や得られた知見の活

用を市町村が無理なく行えるよう必要な支援を行うこと。 

 右決議する。 

 


